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特定個人情報保護委員会（第６５回）議事概要 

 

１ 日時：平成２７年１２月８日（火）１１：００～１２：００ 

２ 場所：特定個人情報保護委員会委員会室（三会堂ビル８階） 

３ 出席者：堀部委員長、阿部委員、嶋田委員、加藤委員 

      其田事務局長、松元総務課長 

４ 議事の概要 

（１）議題１：独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務

全項目評価書についての概要説明について 

特定個人情報保護委員会議事運営規程第８条の規定に基づき、独立行政法

人日本学生支援機構（以下「機構」という。）及び文部科学省の職員が会議

に出席した。 

機構から、独立行政法人日本学生支援機構による学資の貸与に関する事務

全項目評価書の概要について説明があった。 

嶋田委員から、「本人又は代理人からの個人番号の入手方法と入手の際の

リスク対策について説明してほしい」という旨の発言があった。これに対し

機構から、「奨学生や親、連帯保証人など全ての対象者から、個人番号の利

用に関する同意書の提出を求めることとしている。本人確認書類は必要最小

限とし、書留郵便による提出を想定している。受領時には書類の数を確認し、

施錠できる保管室において、その鍵を所有する職員を限定する等の厳重な保

管を行うこととしている」という旨の発言があった。さらに、嶋田委員から、

「委託に係るリスク対策について説明してほしい」という旨の発言があった。

これに対し機構から、「委託業者にデータを紙で渡す際は、適切かつ厳重な

管理の下で運搬させる。データ入力は限られた場所で行い、機構の職員が現

場を確認することとしている。委託業者から機構にデータを戻す際は電子デ

ータで行い、パスワードや暗号化による処理を実施する」という旨の発言が

あった。 

加藤委員から、「地方公共団体情報システム機構からの特定個人情報の入

手方法には、専用回線による入手と電子記録媒体による入手があるが、その

使い分けと、特に後者の場合のリスク対策について説明してほしい」という

旨の発言があった。これに対し機構から、「件数や業務負担等を勘案して方

法を決定する。専用回線による場合が多いと考えるが、本人確認情報を取り

扱う職員を限定するとともに、電子記録媒体による入手の際は、地方公共団

体情報システム機構のルールに基づき、データの暗号化や複数の職員による

受渡しを行うこととしている」という旨の発言があった。これに対し加藤委

員から、「入手方法の使い分けの基準及び手続を明確にし、入手の記録を残

すように対応されたい」という旨の発言があった。 

阿部委員から、「紐付け用ＤＢシステム等で取り扱う特定個人情報の外部

ネットワークへの流出やデータ複製等を防止するためのリスク対策、及び権



2 
 

限を付与された担当者によるインターネット接続端末へのデータ複製等を

防止するための措置について説明してほしい」という旨の発言があった。こ

れに対し機構から、「奨学金業務システムとは切り離して紐付け用ＤＢシス

テムを設置する。また、紐付け用ＤＢシステムに接続する専用端末では、イ

ンターネットの閲覧やメールの送受信、電子記録媒体を用いた情報の取出し

等ができないように設定することとしている」という旨の発言があった。 

堀部委員長から、「職員教育及び奨学生等に対する広報・啓発について説

明してほしい」という旨の発言があった。これに対し機構から、「全職員を

対象に研修を行い、特定個人情報の取扱いに関する意識を高めるほか、奨学

金業務に携わる職員を対象とするより詳しい内容の研修や、紐付け用ＤＢシ

ステムのアクセス権限を付与された職員に対する専門研修について、外部の

専門家を招いて平成２８年度から実施する予定である。奨学生等に対する周

知については、学校にも周知の協力を依頼するとともに、申込み、交付、返

還等の各段階での奨学生本人への配付資料に個人番号に関する記載を行い、

注意喚起してまいりたい」という旨の発言があった。 

 

（２）議題２：個人情報保護委員会事務局組織令（案）の上申について 

特定個人情報保護委員会議事運営規程第８条の規定に基づき、内閣官房情

報通信技術総合戦略室の職員が会議に出席した。 

   内閣官房情報通信技術総合戦略室から、資料に基づき説明があった。原案

のとおり了承され、閣議決定を上申することとなった。 

 

（３）議題３：委員会改組に伴う所管法令の改正等について 

   事務局から、資料に基づき説明があった。原案のとおり了承され、規則及

び告示の公布手続等を進めることとなった。 

 

（４）議題４：その他について 

   事務局から、日本私立学校振興・共済事業団が実施する「日本私立学校振

興・共済事業団における短期給付に関する事務」における特定個人情報保護

評価の実施時期に係る協議について説明があり、本協議について了承され

た。 

   事務局から、第６４回委員会において承認した全項目評価書を日本私立

学校振興・共済事業団が公表したことについて報告があった。 

   事務局から、第５８回、第５９回、第６０回及び第６１回委員会の議事概

要案について説明があった。原案のとおり了承され、ホームページに掲載す

ることとなった。 

 

以上 

 



3 
 

特定個人情報保護委員会（第６６回）議事概要 

 

１ 日時：平成２７年１２月１４日（月）１６：３０～１７：３０ 

２ 場所：特定個人情報保護委員会委員会室（三会堂ビル８階） 

３ 出席者：堀部委員長、阿部委員、嶋田委員、手塚委員、加藤委員 

      其田事務局長、松元総務課長 

４ 議事の概要 

（１）議題１：職業安定行政業務に関する事務全項目評価書についての概要説明

について 

特定個人情報保護委員会議事運営規程第８条の規定に基づき、厚生労働省

の職員が会議に出席した。 

厚生労働省から、職業安定行政業務に関する事務全項目評価書の概要につ

いて説明があった。 

手塚委員から、「第５３回委員会での概要説明の際に説明のあった、業務

システムのインターネットからの分離措置について、現在の対応状況を説明

してほしい」という旨の発言があった。これに対し厚生労働省から、「ハロ

ーワークシステムを利用する全拠点において、１０月から１２月にかけて、

業務専用端末とインタ―ネット接続端末の分離措置を実施した。一方で、当

該措置により窓口サービス等の低下が生じていることから、インターネット

への情報流出の防止を担保しつつ業務専用端末でインターネットが閲覧で

きるよう、シンクライアントサーバ―方式による対応を検討している」とい

う旨の発言があった。これに対し手塚委員から、「国民に支障が生じないよ

う取り組んでほしい」という旨の発言があった。 

加藤委員から、「第５４回委員会で承認した評価書の内容から個人番号を

保管するシステムを変更する理由と、それに伴うリスク対策について説明し

てほしい」という旨の発言があった。これに対し厚生労働省から、「御指摘

の評価書では、個人番号の収集・蓄積を目的としていたため、各業務システ

ムで保管することとしていたが、情報連携を行うためには、個人番号と業務

ごとに付されている制度固有番号とを統合的に管理する方が効率的かつセ

キュリティ対策を講じやすいことから、個人番号管理システムで保管するこ

ととした。この変更に伴うリスク対策として、個人番号管理システムにおい

ては、権限や業務に応じたアクセス制御により目的外の情報連携や業務に必

要のないデータへのアクセスができないように措置し、本システムで一元的

に管理することによりセキュリティレベルを高めている」という旨の発言が

あった。 

阿部委員から、「情報提供ネットワークシステムを通じて特定個人情報を

提供・照会するに当たってのリスク対策を説明してほしい」という旨の発言

があった。これに対し厚生労働省から、「情報提供依頼を受けた際に、中間

サーバーの機能により、情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求か
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どうかをチェックし、特に慎重な対応が求められる情報については、自動応

答を行わず手動で回答する機能を設けている。ログイン・ログアウトを実施

した職員、時刻及び操作内容を記録し、不適切な操作等を抑止する仕組みと

している。また、システムの運用・保守の作業者が操作する個人番号管理シ

ステム及び中間サーバーのシステム管理端末については、生体認証により作

業者を限定し、ログイン・ログアウトを実施した作業者、時刻、操作内容及

び画面操作を動画で記録することで不適切な操作等を抑止する仕組みを設

けている」という旨の発言があった。 

嶋田委員から、「各特定個人情報ファイルについて、個人番号を消去する

までの期間と方法について説明してほしい」という旨の発言があった。これ

に対し厚生労働省から、「雇用保険ファイル及び求職者支援ファイルには事

務処理が１０年間発生しなかった場合に、職業紹介ファイルは事務処理が５

年間発生しなかった場合等に、助成金ファイルは申請書類等の保管期間であ

る５年を経過した場合に、それぞれ消去する。消去が確定した日の属する年

度の翌年度初めに、システムから自動的に削除する」という旨の発言があっ

た。 

堀部委員長から、「職員研修の実績及び今後の情報連携に向けた研修計画

について説明してほしい」という旨の発言があった。これに対し厚生労働省

から、「本年８月に都道府県労働局の職業安定部長に対して特定個人情報の

適正な取扱いに関するガイドラインを踏まえた業務遂行の実態把握を指示、

１１月に職業安定部長会議を開催して慎重な取扱いを指示、１２月に研修資

料を送付して全職員に対する研修を月内に終了するよう指示等した。また、

今後、外部機関との情報連携により新たな業務が発生することから、制度や

取扱いについて周知徹底を行うとともに、研修資料による教育・啓発を行う」

という旨の発言があった。これに対し堀部委員長から、「どのようにしても

必ず人の手による事務があるので、職員教育を徹底してほしい」という旨の

発言があった。 

 

（２）議題２：独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務

全項目評価書について 

事務局から、特定個人情報保護評価指針に定める「審査の観点」及び「審

査の観点における主な考慮事項」に基づき、独立行政法人日本学生支援機構

法による学資の貸与に関する事務全項目評価書の特定個人情報保護評価指

針への適合性及び妥当性について審査した結果について説明があった。 

   本評価書について承認され、独立行政法人日本学生支援機構に対し、評価

書が承認された旨及び承認後に評価書に記載すべき委員会の審査結果等に

ついて通知することとなった。 

 

以上 


